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いわゆる「名目的な地代」
東 井 正 美
はしがき
わが国における農地改革以前の高率な小作料をどのような地代範疇として把
握するかという重要な問題が，戦前戦後をつうじてわが国学界において種々論
議の的となっていることは，周知のとおりである。
これに関して，マルクスが『資本論』第3巻第47章「資本制地代の発生史」
の第5節「分益農制と農民的分割地所有」 (Karl Marx, .,Das Kapital, • herau-
sgegeb, v. M.-E.-L.-lnstit., Bd. 111, 1934, S. 854-6~. ー 一以下， K.m. と略記。長
谷部訳本4,河出書房新社版， 1965年， 288-97ページ。一—•以下，訳本 4. と略記す。）
において示唆した抽象的諸規定を日本に適用して，日本の現実に則してこれを
発展させようとするいろいろな見解がある。しかし，これらの見解は，多岐多
様に分れて定説まで高められてはいない。このことは，マルクスの抽象的諸規
定を日本の現実に具体的に適用させることの困難性によることはもちろんのこ
と，やはり，マルクスの分割地所有論における抽象的諸規定の理解の仕方に根
ざしていると思われる。
また，わが国「農地改革」前の高率小作料を，分割地経営が賃借地で営まれ
たばあいの利潤または労賃の控除分をなす Pachtgel,すなわちいわゆる「名
目的地代」によって解明しようとする人たちがいるが，しかしその人たちの間
にも意見が食い違っているのである。
したがって，本稿で，マルクスが分割地所有論のなかで取り上げた「名目的
地代」を再検討をなし，それが分割地所有論のなかでいかに位置づけるべきか
ということを考察することも意義なしとはなしえないであろう。
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1 「名目的な地代」とは何か
マルクスは，分割地経営が賃借地で営まれるばあいの借地料 (Pachtgeld)に
ついてつぎのごとく書いている。
「分割地経営が賃借地で営まれる場合でさえも，・借地料は，他のどんな諸関係のもとで
よりも遥かに甚だしく，利潤の一部分を，および労賃からの控除分をさえ，包含する。そ
のばあいには，借地料は名目的にのみ地代であり，労賃と利潤に対立する自立的範疇とし
ての地代ではない」 (K.m, S. 862. 訳本4,294ペー ジ）。
先ず注目したいのは， ,es ist dann nur nominell Rente. • が「名目的に
のみ地代であり」と訳出されていることである。同訳者の青木書店版の訳書で
は， 「名目地代に他ならず」と訳出されていた。 （長谷部訳本第5巻第3部下冊，
1954年， 1141ページ）。ながい間にわたって，「名目地代」という言葉がかいしゃ
されてきたのであるが，その言葉は，長谷部訳本からついに姿を消すにいたっ
たのである。もっとも， 「名目地代に他ならず」という訳出には，すでに，井
上周八氏の以下のごとき指摘がある。
「この箇所の長谷部氏訳は『その場合には，借地料は名目地代に他ならず』 （青木文
庫阪 (13)-1141頁）となっているが，向坂氏訳は『借地料はこの場合にはただ名目的
にのみ地代であって」（岩波文庫版 (11)-331頁）と正確に訳されている。いうまでも
なく労賃及び利潤に対立するところの『名目地代』という範疇があるのではないが，た
だし一般に『名目的にのみ地代』一『名目地代』という理解のもとに『名目地代』なる
用語が用いられている」（井上「『晨民的分割地所有』の基礎的考察」（『立教経済学研究』
第13巻第1号， 1959年， 259ペー ジ）。
こういういきさつもあって， 長谷部氏が「名目地代」を「名目的にのみ地
代」 と改訳されたのであろう。 しかし， 従来の訳のままでも誤訳とはいえな
ぃ。 というのは， マルクスは， 利潤または労賃からの控除分をなす借地料
(Pachtgeld)が， 「労賃と利潤に対立する自立的範疇としての地代ではない」
という意味において， 「名目的な地代にすぎない」といったからである。ちな
みに，英訳では;"Th誌〔lea紐〕 money is then only a nominal rent.• と
となっている。 (Karl Marx, Capital, Vol. m, Foreign Languages Publishing 
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House, 1962年， P.790.) 
とはいえ，従来の訳のままではいろいろと誤解を招きやすい。 「名目地代」
というような独自の地代範疇があるかのように見えることが，その誤解の一例
であろう。そういう誤解を避けるためにも，・思い切って改訳に踏み切られたこ
とはよろこばしい。本稿では，従来の慣用語となっている 「名目的な地代」，
「名目的地代」を「名目的にのみ地代」と同義語に使用することにしよう。
では，マルクスは，なぜ利潤または労賃からの控除分をなす借地料を「名目
的にのみ地代であり」といったのであろうか。そのわけは，そのような借地料
が， 「労賃と利潤に対立する自立的範疇としての地代ではない」という意味に
おいて，そうのべたのである。
マルクスは， 「労賃と利潤に対立する自立的範疇としての地代ではない」と
いう意味を，つぎのようにも表現しているのである。すなわち， 「借地農業者
が，彼の労働者の標準的労賃または彼じしんの標準的平均利潤からの控除分を
なす借地料を支払うとすれば，彼は，地代ー一彼の商品の価格のうち労賃およ
び利潤と区別される自立的な成分ー一ーを支払うものではない」， (K. il, S.80 
4, 訳本4, 251ページ），と。・つまり，標準的労賃または標準的平均利潤からの
控除分をなす借地料は，商品の価格のうち労賃および利潤と区別される自立的
な成分ではないといっているのである。むろん，商品の価格のうち労賃および
利潤と区別される自立的な成分とは，資本制地代のことをいうのである。
「労賃と利潤に対立する自立的範疇として地代ではない」ということと，「商
品の価格のうち労賃および利潤と区別される自立的な成分」ではないというこ
ととは，同じ意味のことを表現しているのである。したがって，そういうこと
の意味において，利潤または労賃からの控除分をなす借地料は，名目的にのみ
地代である，ということになる。それゆえに， 「名目的にのみ地代」というの
が先にあるではなくして，労賃または利潤の控除分をなす借地料を，資本制地
代と区別して，・「名目的にのみ地代」と呼んだのである。
河合悦三氏は，マルクスが「小作料」と「地代」とを厳格に区別しているこ
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とを指摘した（河合「大内氏の農業理論ーー『差額地代説』を中心として一-」• 『思
想』346号， 4,50ページ。・なお，この文献は．『資本論講座』第 6 分冊〔19~4年，青木書
店,168ページ〕に指摘している）。たしかに，そうである。とくに，マルクスは，
労賃または利潤からの控除分をなすような借地料を，「地代の姿態 (~estalt der 
Gru~drente) で現象する」とか， 「地代の扮装 (Maskeder Grundrent!l)のもと
に」とか， 「真の地代 (WirklicheRente)」ではないとか表現して，資本制地代
と厳格に区別しているのである。以下，これらの点を観察することにしよう。
マルクスは， 「地代 (Grundrente)-すなわち資本制的生産様式の基礎上で
の土地所有の自立的・独自的な経済的形態ーーを科学的に分析するためには，
あいまい
地代をば，これを不純にし曖昧にするいっさいの附加物から純粋かつ自由に考
察することが極めて重要であるが，他面，土地所有の実際的作用を理解するた
めには，また，地代の概念および本性と矛盾しつつも地代の実存様式として現
象する幾多の事実を理論的に洞察するためにさえも，理論上のこうした混濁の
源泉たる諸要素を知ることが同じように重要である」 (K. m, S. 673ー 4.訳本
4, 15 0ページ）と前置して，すぐひきつづき以下のごとく書いている。
「実際的には，もちろん，土地を経営する許可の代償に借地料の形態で借地人から土
地所有者に支払われるいっさいが，地代として現象する。この貢納がどんな成分から構
成され，どんな源泉から出てくるかをとわず，地球の一部分を独占することがいわゆる
土地所有者をして貢納を徴収し税を賦課することをえさせるということは，本来の地代
と共通である。この貢納が，土地価格一—これは，さきに明らかにしたように，土地の
賃貸から生ずる収入を資本化したものに他ならない一ーを規定することも，本来の地代
と共通である」 (K.皿， s.674. 訳本4,150ペー ジ）。
マルクスによれば， 「どんな成分から構成され， どんな源泉から出てくる
か」ということの視点を不問に付せば， 土地を経営する許可の代償に借地料
(Pachtgeld)の形態で，借地人 (Pachter)から土地所有者に支払われるいっさ
いが， 地代 (Grundrente)として現象するのであり， 「地球の一部分を独占す
ることがいわゆる土地所有者をして貢納を徴収し税を賦課することをえさせる
ということは，本来の地代 (eigentlichGrundrente)と共通である」というので
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ある。ここで重要なことは， 「どんな成分から構成され，どんな源泉から出て
くるか」ということが，いろいろな借地形態から資本制地代を区別することの
分析視点となっているということと，あらゆる地代の共通点，すなわち土地所
有の経済的実現ということである。この地代の共通点について，マルクスは，
別のところで，こうも表現している。すなわち， 「さまざまな地代諸形態のこ
の共通性-さまざまな個人をして地球の一定部分を排他的に所有させる法的
擬制である土地所有の経済的実現だということ一は，もろもろの区別を見の
がさせる」 CK.m, s. 684. 訳本4,158ペー ジ）と。
この地代の共通点は，地代諸形態のもろもろの区別を見のがさせる。それゆ
えに， 「どんな成分から構成され，どんな源泉から出てくるか」という視点か
ら，資本制地代，封建制地代，過渡的地代形態をみよう。先ず， 「地代の唯一
の正常的形態」とは，マルクスによればこうである。
「どんなばあいでも，この絶対的な•生産価格をこえる価値の超過から発生する・地
代は，たんに，農業的剰余価値の一部分であり，この剰余価値の地代への転形であり，
土地所有者によるそれの横取りであって，それはあたかも，差額地代が，一般的・調整
的生産価格のもとで，超過利潤の地代への転形・土地所有による超過利潤の横取り・か
ら発生するのと同じである。地代のこの両形態は，唯一の正常的形態である」 (K. m, 
s. 813-4. 訳本4,257ページ）。
したがって，資本制地代は，その成分とその源泉という視点から，土地生産
物の価格（価値）の剰余価値のうち平均利潤をこえる超過部分であって，それ
は，地代が「労賃と利潤に対立する自立的範疇としての地代」であり，あるい
は「商品の価格のうち労賃および利潤と区別される自立的な成分」である。
封建制地代の本質は，その成分と源泉という視点から，その地代が「剰余価
値または剰余生産物の唯一の支配的で正常的な形態だという点にある」 (K.il, 
s. 845. 訳本4,281ペー ジ）。
本源的地代形態から資本制地代への過渡的形態である地代の本質は，同一視
点から， 「地代と利潤も一致するのであって，剰余価値の相異なる諸形態の分
離は生じない」 (K. m, s. 855. 訳本4,289ページ）という点にある。
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これら地代諸形態の共通点は，いうまでもなく， 「さまざまな個人をして地
球の一定部分を排他的に所有させる法的擬制である土地所有の経済的実現だと
いうことで」ある。
＂そして，マルクスは，地代展開系列において，封建地代の推転，すなわち労
働地代 (Arbeitsrente)→生産物地代 (Produktenrente)→貨幣地代 (Geldrente)を
示し，その貨幣地代が， 「いっそう発展すれば，—あらゆる中間諸形態，た
とえば小農的借地農業者のそれを度外視すれば，一~土地を自由な農民所有に
転化させるか，さもなければ，資本制的生産様式上の形態，資本制的借地農業
者が支払う地代，とならざるをえない」 (K. m, S. 849. 訳本4,284ー 5ペー ジ）
とのべている。マルクスは， 「資本制地代の発生史」の地代展開系列の最終形
態として「分益経営と農民的分割地所有」をあげているのである。 したがっ
て， 「資本制地代の発生史」の展開系列は，労働地代→生産物地代→貨幣地代
→ 〔分益経営と農民的分割地所有〕→資本制地代となるであろう。ここで注目
すべきことは，小農的借地農業者の地代が中間諸形態の一例として度外視され
ているということである。なぜ度外視されたのかという理由はつまびらかでい
ないが，おそらく，そのような借地料は， 「社会的生産過程のさまざまな発展
諸段階」の特定段階に照応するものではなくして，どのような発展諸段階にも
実存しうる借地料であるからであろう。小農借地農業者の地代とは，おそら
く，利潤または労賃からの控除分をなす借地料であると考えてもよい。このこ
とは，つぎのマルクスの章句から示唆されるのであるが，もしそう考えてよい
とすれば，利潤または労賃からの控除分をなす借地料は，それが「どんな成分
から構成され，どんな源泉から出てくるか」と問えば，封建地代でもなく，過
渡的地代範疇にも属せず，むろん資本制地代でもないから，小農的借地農業者
の借地料は中間諸形態の一例として度外視されたと思われる。
「資本制的生産様式そのものが実存することなしに，すなわち借地人じしんが産業資
本家であることなく，彼の経営の方式が資本家的な仕方であることなしに，地代ー——資
本制的生産様式に照応する土地所有様式＿一カが形式的に実存しているような諸関係•…••
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例えばアイルランドのばあいである。借地人はここでは，平均的には小農である。彼が借
地〔料〕として土地所有者に支払うものは， しばしば，彼の利潤すなわち彼じしんの
剰余労働—一ィ彼は自分じしんの労働用具の所持者としてこの剰余労働にたいする権利
を有する一の一部分を吸収するばかりでなく，なおまた，標準的労賃の一部分ー一ほ
かの諸関係のもとでは彼が同じ労働量にたいして受取るはずの標準的労賃の一部分ー~
をも吸収する」 (K.m, S. ~74-5. 訳本4,151ペー ジ）。
主題にたちかえって，地代が「どんな成分から構成され，どんな源泉から出
てくるか」ということの視点から，利潤または労賃からの控除分をなす借地料
の性格を，いかに把握すぺきであろうか，ということを考察しよう。マルクス
は，そのような借地料についてつぎのように書いている。
「借地料の一部が，一~また特定のばあい，つまり本来の地代がぜんぜん見られないば
あい，したがって土地が現実に無価値なばあいには，借地料の全部が，―一平均利潤な
り標準的労賃なりからの• または同時にこの両者からの・控除分からなるということが．．． 
ありうる。この部分ー一利潤のであれ労賃のであれ一ーは，このばあい，地代の姿態で
現象する。というのは，この部分は，正常的にはそうであるように産業資本家または賃
労働者には帰属しないで，借地料の形態で土地所有者に支払われるからである。紘紺辛
的にいえば，一方の部分も他方の部分も地代を形成しない。だが，この部分は，実際的
には，現実の地代とまったく同じように，土地所有者の収入を一一彼の独占の経済的利
用を一ーなすのであって，土地価格にたいしても，現実の地代と同じく規定的に作用す
る。（傍点ー 東ー井）」 (K.m. s. 674. 訳本4;150ー 1ペー ジ）。
Wirkliche Renteが「現実の地代」と訳出されているが，これは「真の地
代」と訳出する方がよい。「真の地代」とは資本制地代を指しているのである。
マルクスによれば，利潤または労賃からの控除分をなす借地料は，地代の共
通点〔土地所有の経済的実現〕においては「地代の姿態で現象する」とはいえ，経
済学的にいえば〔その成分と源泉という視点〕， 利潤からの控除分をなす借地
料も，労賃からの控除分をなす借地料も，地代〔資本制地代〕を形成しないので
ある。さらに，マルクスは，そのような借地料が， 「地代の扮装のもとに」現
象しているだけであることについても，のぺている。
「はるかに一般的で重要なー事実は，本来の農業労働者の労賃がその標準的な平均水
準以下に圧下され，したがって，労賃の一部分が労働者からとりあげられて借地料の一．．．．．．．．． 
成分をなし，かくして地代の扮装のもとに土地所有者の一一労働者のではなくー一手に
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流れてゆくということである。………反ジャコバン戦争中の高地代率およびこれに照応
する土地価格の騰貴は，部分的には，労賃の控除および肉体的最低限度以下へさえもの
労賃の圧下のせい，すなわち，標準的労賃の一部分が土地所有者に支払われたせいに他
ならなかった……。（傍点ーー東井）」 (K.m, S. 676-7. 訳本4,152ペー ジ）。
かように，マルクスは，労賃の一部分が労働者からとりあげられて借地料の
一成分をなして， 「地代の扮装のもとに」に土地所有者の手に流れてゆく，こ
とを指摘している。そしてまた，マルクスは，利潤または労賃からの控除をな
す借地料は， 「真の地代」 (Wirkliche Rente)ではないことを，以下のごとく
指摘している。
「借地農業者が，彼の労働者の標準的労賃または彼じしんの標準的平均利潤からの控
除分をなす借地料を支払うとすれば，彼は，地代ー一彼の商品の価格のうち労賃および
利潤と区別される自立的な成分ーーを支払うものではない。こうしたことが実際上たえ
ず生ずることは，すでに以前に注意した。一国の農村労働者の賃銀が一般的に労賃の標
準的平均水準以下に圧下され，したがって労賃の控除分・労賃の一部分・が一般的に地
代に入りこむかぎりでは，このことは，最劣等地の借地農業者にとっての例外的事例を
なすものではない。最劣等地の耕作を可能ならしめるその同じ生産価格ではすでにこの
低い労賃が一構成項目をなしており，したがって，生産物を生産価格で売っても，この
土地の借地農業者は地代を支払うことはできない。土地所有者はまた，じぶんの土地を
労働者に，すなわち，労賃をこえる販売価格がもたらすものの全部または最大部分を他
人に地代の形態で支払って満足する労働者に，賃貸することもできる。とはいえ，すべ
てこれらの場合には，借地料は支払われるとはいえ，なんら現実の地代は支払われな
い。だが，資本制的生産様式に照応する諸関係が実存するところでは，地代と借地料と
は一致しなければならない」 (K.m, S. 804-5. 訳本4,251ペー ジ）。
かように，マルクスは，くりかえして，借地農業者が，「彼の労働者の標準的
労賃または彼じしんの標準的平均利潤からの控除分をなす借地料を支払うとす
れば，地代ー一彼の商品の価格のうち労賃および利潤と区別される自立的な成
分ー一を支払うのではない」と指摘しているのである。語をついで，マルクス
は， 「この場合には，借地料は支払われるとはいえ，なんら真の地代は支払わ
れない」とも指摘しているのである。
したがって，利潤または労賃からの控除分をなすような借地料は，マルクス
にしたがって，つぎのごとく把握しうるであろう。すなわち，かような借地料
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は，あらゆる地代諸形態に共通する点，すなわち土地所有の経済的実現という
点において， 「地代の姿態」で，または「地代の扮装」で現象するとはいえ，
それが「どんな成分から構成され，どんな源泉から出てくるか」と問えば，そ
れが「商品の価格のうち労賃および利潤と区別される自立的な成分」ではない
から，真の地代とはいえないのである。利潤または労賃からの控除分をなす借
地料の性格は，かく規定されるべきであろう。．
一方では利潤からの，他方では平均労賃からの，控除の結果としての借地料
は，資本制的生産様式が実存することなしにも実存しうるし，その生産様式が
実存するばあいにも実存しうることは十分留意しなければならないのである。
2. 「名目的な地代」の意義
利潤または労賃からの控除分をなす借地料の性格は，それが土地所有の経済
的実現という共通点において，地代の姿態で現象するといえ，その成分と源泉
の視点から，真の地代ではないということであったが，ではそのような借地料
を，分割地的土地所有形態のもとで持ち出されているのはなにゆえなのであろ
うか。または，マルクスは，分割地所有形態のもとでのそのような借地料をも
って何を語ろうとしているのか。以下，• その設問に答えてみよう。・
マルクスが分割地所有形態のもとで利潤または労賃からの控除分をなす借地
料をのべたのは，以下の文章のすぐあとにおいてである。
「小土地所有にあっては，幻想—―—土地そのものが価値をもち．，したがって，資本と
して生産物の生産価格に入りこむのは，機械または原料とまったく同じだという幻想
ーが，さらにいっそう根づよぃ。だが，すでに見たように，ただ二つの場合にのみ，
地代，したがって資本化された地代たる土地価格が，土地生産物の価格に規定的に入り・
こみうる。第1には，土地生産物の価値が，農業資本一一土地の購入に投下された資本と
はなんの共通点もない一資本一の構成の結果としてその生産価格よりも高く，市場諸
関係が土地所有者をしてこの差額を儲けることをえさせる場合である。第二には，独占
価格が生ずる場合である。そしてどちらの場合も，分割地経営および小土地所有者にあ
つてはごく稀れである。というのは，まさにここでは，生産のきわめて大きな部分が自
家需要を充たすのであ夕て，一般的利潤率による調整に係わりなく行なわれるからであ， 
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る」 (K.m, S. 862. 訳本4,294ペー ジ）。
かように，マルクスは，小土地所有者にとっての幻想，すなわち土地価格が
「資本として生産物の生産価格に入りこむのは，機械または原料とまったく同
じだという幻想」を指摘して，この幻想がいかにはかないものであるかという
ことを，つぎのことによって説明しているのである。すなわち．，分割地土地所
のもとでは土地価格が土地生産物の価格に規定的に入りこみうるのは，土地生
産物の価値のうちその生産価格をこえる超過分の実現されたもの， すなわち
「絶対地代」，および独占価格のその生産物の価値をこえる超過分， すなわち
「独占地代」を想定しうる場合であるとなし，そのいずれの場合もごく稀れで
あると否定しているのである。したがって，マルクスが指摘しようとする枢要
点は，分割地所有のもとでは，地代，したがって資本化された地代たる土地価
格が，土地生産物の価格に規定的に入りこまないということなのである。そし
てマルクスは，土地価格が土地生産物の価格に規定的に入らないことを説明し
て，「絶対地代」と「独占地代」を否定して，この否定のわけをのぺてから，分
割地経営が賃借地で営まれる場合を持ち出しているのである。この文脈から読
み取りうることは，第 1には，地代，したがって資本化された地代たる土地価
格は，分割地経営が賃借地で営まれる場合にも，借地料の形態で土地生産物の
価格に規定的に入りこまないこと，第21(, 「絶対地代」が実存しないがゆえ
に，借地料は， 「他のどんな諸関係のもとでよりも逝かに甚だしくi;'利潤の一
部分を，および労賃からの控除分をさえ，包含する」ということである。
したがって，利潤または労賃からの控除分をなす借地料の例は，分割地経営
が賃借地で営まれる場合にも，まさに，土地価格が土地生産物の価格のなかに
規定的に入りこまないこと一「絶対地代」の欠如を例証するためにである。そ
のような借地料を分割地所有のもとで持ち出したことのもろもろの意義は，こ
の一点に集まるのである。このことを，さらに考察しよう。
分割地経営が賃借地で営まれた場合にも，土地所有者は，土地を小農的借地
農業者に「無償で貸しつけ，この事業友達にたいし無償信用を与えるほど慈善
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的で」はないのである (K.m, S. 799. 訳本4,246ページ）。土地所有者は，最
劣等地を借地する借地農業者にも，その土地の借地料を要求するであろう。し
かし，分割地土地所有のもとでは，資本制土地所有のもとでと異なって，土地
生産物の市場価格を，農業資本の構成の結果として，その生産価格よりも高く
その価値の高さまで高める必然性はないのである。というのは，分割地所有の
もとでは， 「生産のきわめて大きな部分が自家需要を充たすのであって，一般
的利潤率による調整に係わりなく行なわれるからである」。 そしてまた，分割
地農民の生産関係には，資本の力により，生産価格を要求しうる必然性はなく
して，土地生産物の市場価格は，概して，費用価格水準に形成されるのである。
したがって，もっとも不利な諸条件のもとで分割地を借地する農業者は，この
借地料を，土地生産物の市場価格の費用価格をこえる超過部分から支払うこと
ができず，ましてやその価格の生産価格をこえる超過部分から支払うことがで
きないのである。それゆえに，その小農的借地農業者は，彼の労賃部分を肉体
的最低限度以下へさらに圧下することによって支払わねばならないであろう。
このばあいに，この借地料は，労賃からの控除分なのである。もちろん，優等
地または位置のよい地所において分割地経営が営まれるばあいには，費用価格
の超過部分，すなわち「差額地代」が実存するのである。そしてこの「差額地
代」は，それが土地所有者たる資格において農民に帰属しようとも，第三者た
る抵当権者に土地価格の利子の形態で支払われようとも，農民の剰余労働が，
「資本化されたものの一部分いがいの何ものでもありえない」のであって，
「地代は，平均利潤からの一控除分でもあり，平均利潤のうちで実現される唯
ーの部分でさえありうる」 (K. fil, S. 857-8. 訳本4,291ペー ジ） ことになるの
である。つまり，分割地所有のもとでは，「地代と利潤も一致するのであって，
剰余価値の相異なる諸形態の分離は生じない」のである。だから，優等地また
は位置のよい地所を借地する農民にとって，費用価格の超過分，すなわち「差
額地代」を借地料として支払えば，その借地料は，「利潤」からの控除分とも考
えられるであろう。さらに，この小農的借地農業者が，その費用価格の超過部
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分だけで借地料の全部を支払うことができずに，彼の労賃部分を肉体的最低限
度以下へさらに圧下させることによって支払うときには，借地料が利潤または
労賃からの控除分をなすという形ができあがるであろう。
最劣等地における借地料が利潤または労賃よりの控除分をなす借地料という
形は，土地生産物の市場価格が市場諸関係によって費用価格をこえて利潤をゆ
るす高さまで騰貴することによっても，出来あがるであろう。また，大内力氏
が，その著『地代と土地所有』において指摘しているように，「限界地であっ
てもより有利な条件のもとで投下された資本は，この限界生産物よりより小さ
い生産費で生産物を供給しうるから，かくしてきめられた市場価格〔「農産物の市
場価格を規制するのは限界生産物」〕のもとでは一定の超過部分が生ずる」（大内，
同書， 1958年，東京大学出版会， 256ページ）ばあいにも，そういう形が見られるで
あろう。
以上，利潤または労賃から控除分をなす借地料という字義にこだわりすぎた
きらいがある。そういうことは別として，マルクスが語ろうとしたことはつぎ
の点にあるということができよう。 すなわち， 分割地所有形態のもとでは，
「平均的には，なんらの絶対地代も実存しないもの，つまり，最劣等地はなん
らの地代も支払わないもの考えうる」ことと，土地価格は土地生産物の価格に
規定的に入りこまないこととにより，分割地経営が賃借地で営まれる場合にも
最劣等地において支払われる借地料は，土地生産物の市場価値の生産価格を
こえる超過部分から支払われることなくして，利潤または労賃から支払われる
ということ，それである。分割地所有形態のもとで，最劣等地の借地料は，絶
対地代が実存していないから， 「他のどんな諸関係のもとでよりも逝かに甚だ
しく，利潤の一部分さえ，包含する」といったのである。
ついでに指摘しておけば， 「逢かに甚だしく」という形容語は，借地料が高
率ということをのべているのではなくして，最劣等地に絶対地代が実存しない
がゆえに，借地料が高率であろうがなかろうが，借地料は，「利潤の一部を，ぉ
よび労賃からの控除分をさえ」，「他のどんな諸関係のもとでよりも造かに甚だ
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しく」，「包含する」といったのである。念のために，原文と英訳を掲げておこ
う。
,,Selbst wo die Parzellenwirtschaft auf gepachtetem Boden betrieben wird, un-
faBt das Pachtgeld weit mehr als unter irgendwelchen andern Verhiiltnissen 
einen Teil des Profits und selbst einen Abzug vom Arbeitslon." (K. 111, S. 862.) 
"Even・where cultivation of land parcels is conducted upo~ieased land, the 
lease money comprises, far more so than under any other conditions, a portion of 
the profit and even a~eduction from wages••· …" (Capital 111, p. 790.) 
もっとも，分割地経営が賃借地で営まれる場合の借地料が高率なことはいう
までない。分割地所有もとでは高率地代に高い土地価格が照応するのではなく
して，高い土地価格に高率借地料が照応する。マルクスは，分割地所有のもと
で土地価格高騰の理由についてつぎのごとく書いている。
「現実的には，優勢な分割地所有のもとでは事態が趣きを異にする。まず第1に，農
民には信用の一般的法則が当てはまらない。というのは，後者は，資本家としての生産
者を前提するからである。第2に，分割地所有が優磐であって一ー植民地にはここでは
論及しない一一分割地農民が国民の根幹をなすばあいには，資本形成すなわち社会的再
生産は相対的に微弱であり，以前に展開された意味での貸付可能な貨幣資本の形成はさ
らにいっそう微弱である。この後者は，集積と，富裕な徒食資本家階級の実存とを前提
とする（マッシー ）。 第3に，土地所有が生産者たちの最大部分にとっての生活条件を
なし，また彼らの資本にとっての不可欠な投下場面をなすこの場合には，土地所有にた
いする需要が供給をしのぐことによって，土地価格は利子歩合に係わりなく騰貴し，ま
た， しばしばこれと逆比例して騰貴するであろう。分割地として売られるこの場合に
は，土地は，大量的に売られる場合よりもはるかに高い価格を生ずる。というのは，こ
のばあいには小さな買手の数は多く，大きな買手の数は少ないからである……。これら
いっさいの理由から，このばあいには，利子歩合が相対的に高くても土地価格は騰貴す
る。農民がこのばあいに土地購入に投下した資本からえる相対的に低い利子（ムニエ）
にたいし，このばあいには，他方では，農民じしんが彼の抵当権者に支払わねばならぬ
高い高利的利子歩合が照応する。アイルランドの制度も同じ事態をしめし，形態を異に
するだけである」 (K.皿， s.863. 訳本4,295ペー ジ）。
かように，分割地土地所有のもとでは， 「土地所有が生産者たちの最大部分
にとっての生活条件をなし，また彼らの資本にとっての不可欠な投下場面をな
すこの場合には，土地所有にたいする需要が供給をしのぐことによって」， ど
13 
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んな高い土地価格でも彼らにとって土地を買わねばならぬという事情こそは，
土地価格を利子歩合に係わりなく騰貴せしめるであろう。これと同じ事情で，
土地購入のための資本調達が困難なときにはどんな高い借地料を支払っても土
地を賃借せねばならないから，借地料を高めざるをえないのである。
小農的借地農業者の借地料が高いという事情は，マルクスが『地産の源泉』
から引用したつぎの文章の中にも見られるのである。 ・
「幾多の地方で大借地の地代が小借地の地代よりも低いことが認められているが，そ
れはけだし， 『小借地を求める競争は普通には大借地を求める競争よりも大きいからで
あり，また，農業いがいの何らかの仕事につくことが滅多にできない小借地農業者たち
は，比較的に適当な仕事を見いだす必要にせまられて，高すぎることを自ら知っている地
代を進んで支払おうとすることがしばしばであるからである」 (JhonL. Morton : ,. The 
Resourcees of Estates," London 1858, S. 116.) , と」 (K.,m, S, 679. 訳本4,154 
ペー ジ）。
かように，小農的借地農業者は，小借地を求める競争によって高い借地料を
支払わねばならないというのである。この事情は分割地土地所有のもとでも見
られうるのであって，小農的借地農業者は，小借地を求める競争によって高い
借地料を支払わねばならないであろう。したがって，分割地所有のもとでは資
本制的諸関係のもとでとは事態の趣きを豊にし，高い土地価格に高い借地料が
照応するであろう。おまけに，高い高利的利子歩合も随伴するといぇょう。
かように，分割地土地所有のもとで小農的借地農業者の小作料は高率であ
る。もともと，分割地土地所有のもとでは，「絶対地代」が実存しえないがゆえ
に，最劣等地における借地料は，土地生産物の価値の生産価格をこえる超過部
分から支払われることなくして，小農的借地農業者にとって過重なものといえ
よう。そのうえ，借地料は高率であるから，利潤または労賃からの控除分をな
す借地料は，他のどんな諸関係のもとでよりもさらにいっそう過重とならざる
をえないのである。そして最劣等地の小農的借地農業者は，農業資本の集約度
を高めたり，労賃を肉体的最限度以下さらに圧下へさせたりして，飢餓の抵抗に
よって，その借地を死守しようとするが，やがて本源的蓄積のための賃労働者
14 
いわゆる「名目的な地代」 （東井）
へ転落してゆくべき運命にあるといえよう。
2.07 
かく理解すれば，利潤または労賃からの控除分をなす借地料の例をひきあい
に出したのは，分割地経営が賃借地で営まれる場合にも最劣等地に「絶対地
代」が実存しないことを強調することにあり，ひいては土地価格が借地料の形
態で土地生産物の価格に規定的に入りこまないことを説明することにある。こ
のことにこそ， 「名目的にのみ地代」の意義があるのであって，それを「分割
地所有」論のなかでそのように位置づけすべきと考えるものである。
最後に附言しておけば，資本制的土地所有のもとでは， 「地代 (Rente)と借
地料 (Pachtgeld)は一致しなければならない」，とマルクスはのべていることで
ある。資本制的諸関係のもとでは，土地所有者は，最劣等地にも土地所有の独
占にもとづいて地代を要求し，最劣等地を借地する農業者は資本の力によって
生産価格を要求する。したがって，土地生産物の市場価格を，農業資本の構成
の結果としてその生産価格よりも高いその価値の高さまで騰貴さすことにな
り，絶対地代が成立して，借地料も地代も一致しなければならないというので
ある。つまり，絶対地代の成立は，利潤または労賃からの控除分をなす借地料
を排除するはずだといっているのである。このことをうらがえせは，利潤また
は労賃からの控除分をなす借地料は，絶対地代の非実存ということによって実
存するといいうるであろう。
3. 「名目的な地代」と「絶対地代」
利潤または労賃からの控除分をなす借地料が，絶対地代に擬制しうるや否や
について考えてみよう。
鈴木鴻一郎氏は，その著『日本農業と農業理論』において，つぎのごとくの
ペている。
「いま，もし小作農が最劣等地の耕作者であると仮定するならば，彼等の支払う小作
料は（地代以外のもので小作料に含まる Lものはこ .Iでは一切措いて問わない）土地所有
のつくり出す絶対地代の『擬制』部分の外に，第二形態の差額地代の『擬制』部分をも
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含むと考えてよいであろう。そしてこの後の部分こそはまさしく競争によってもたらさ
れた地代部分に外ならないといってよいであろう。次に小作農の賃借する土地が優良地
でおると仮定した場合は，右の絶対地代の『擬制』部分，および最劣等地において支払
われる差額地代の『擬制』部分はむろんのこと，優良地のみに生ずる第一形態の差額地
代の『擬制』部分をも含むであろう。かくて吾々は，優良地において支払われる小作料
のうち絶対地代と第一形態の差額地代に該当する部分の外はこれを競争に由来するもの
であると想定しうるであろう」（鈴木，、同書， 1951年，御茶の水書房， 185ー 6ペー ジ）；
鈴木氏のいうところは，つまり「最劣等地における高額なる地代は，土地の
所有独占に由来するところの絶対地代をもって『擬制』されうる地代と，競争に
もとづくところの第二形態の差額地代をもって『擬制』されうる地代との二部
分から構成されているということになるであろう」（同書， 181ページ）。競争にも
とづくところの第二形態の差額地代を一応別として，土地所有独占に由来する
ととろの絶対地代をもって「擬制」されうる地代というのは問題であろう。
マルクスは，分割地所有のもとでの「絶対地代」に言及するときには，かな
らず，「生産物の価値のうち生産価格をこえる超過分の実現されたもの」，換言
すれば，農業資本の構成の結果として土地生産物の価値がその生産価格よりも
高く，市場諸関係が土地所有者をしてえさせしめたこの差額を，絶対地代に類
推してとらえているのである。土地所有の独占に由来するすぺての借地料を
「絶対地代」に擬制するということは，あたかも， 「さまざまな地代諸形態の
この共通性ー一さまざまな個人をして地球の一定部分を俳他的に所有させる法
的擬制である土地所有の経済的実現だということ」に力点おいてすべての借地
料を把握するかのごとくに，地代のもろもろの区別を看過させることになり，
最劣等地のあらゆる地代，例えば，利潤または労賃からの控除分をなす借地料
も，土地生産物の価格のうち費用価格の超過分の実現されたものも，いろいろ
問題のある『資本論』第3巻第47章における最劣等耕作地で生ずる差額地代
も，あらゆる地代が，絶対地代の亡者にみえ，絶対地代に擬制しうることにな
るであろう。
•· 土地生産物の市場価格のその費用価格こえる超過分が土地の豊饒度または位
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置の差に係わるものであればその超過分を「差額地代」に擬制しうるであろう
が，そのような擬制とわけがちがうのであって，最劣等地における土地生産物
の市場価格の費用価格をこえる超過部分が土地所有の独占によって借地料とな
ったからといって，絶対地代に擬制されるぺきスベもなく，せいぜい「利潤」
とみなされたり，「地代」と解されたりするだけであろう。最劣等地の利潤また
は労賃からの控除分をなす借地料は，絶対地代に擬制すべきではなくして，地
代を不純にして瞬昧にする附加物であり， 「地代の概念および本性と矛盾しつ
つも地代の実存様式として現象する」ものとしてとらえなければならないであ
ろう。
大内力氏が，その著『地代と土地所有』において， 「このように小農的生産が支配的に
おこなわれているばあいには，地代は差額地代のみしか存在しえず，絶対地代の成立の余
地はないといわれている」（大内，同書， 255ページ）と指摘されていることは，正しい。
硲正夫氏も，その著『米価問題』において， 「われわれは，改革前の日本農業に絶対地代
の存在を説き，これをもって高い小作料の源泉となす主張には賛成することができない」
（硲，同書， 1958年，弘文堂， 98ページ）とのべておらることは，正しい。
つぎに，利潤または労賃からの控除分をなす借地料には，第二形態の差額地
代に擬制されうる部分が含まれるかどうかについて考えてみよう。
大内力氏が，その著『農業問題』において，改革前のわが国小作量が「なぜ
量的に収穫の半分におよぶほど大量であるのか，という点」について，つぎの
ごとくのべているのは示唆的である。
「日本のように農産物価格が低い水準におしさげられる条件のもとでは，農民はでき
るだけ大量の農産物を生産し，販売し，単価の低さを販売量の増大によってカヴァーし
ょうとたえず努力していること，しかも日本の条件のもとでは耕地を外延的に拡大して
この目的をたっすることは不可能であるから，農民は……狭少な土地に惜しみなく労働
と肥料その他の生産手段とを投入し，農業をいよいよ集約化することによって，いいか
えれば反当収量を最大限に高めることによって，この目的をたっしようとしていること
に注意すればたりうるであろう。その結果第二形態の差額地代はとうぜん大きな量にた
っするのである」（大内，同書，岩波全書， 1951年， 207-8ペー ジ）。
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かように，大内氏は，農産物価格が低い水準におしさげられる条件のもとで
は，農業をいよいよ集約化することによって，その結果第二形態の差額地代は
とうぜん大きな量にたっするというのである。農産物価格が低い水準におしさ
げられる結果ということを別とすれば，第2形態の差額地代が大きくなるとい
うのはきわめて示唆的である。ここで大内氏の「差額地代」説を吟味・検討す
ることが目的でなく，差額地代の第二形態が生ずるという考え方だけいただい
ておこう。私見によれば，最劣等地の新規借地農業者を仮定すれば，この借地
農の農産物価格は彼の本来的費用プラス労賃部分〔内体的最低限度〕に形成され
るから，外から与えられた高率小作料を支払うためには，絶対地代が実存しな
いのだから，農業をいよいよ集約化しなければならないし，それでも支払うこ
とができないばあいには彼の労賃部分を肉体的最低限度以下さへさらに圧下せ
しめることによって支払わねばならないであろう。だから，高率小作料は，利
潤〔といっても費用価格をこえる差額地代の第二形態〕または労賃からの控除分をな
すということになるであろう。したがって，高率小作料のなかには，第二形態
の差額地代が含まれると考えられるのである。
誤解を避けるために一言しておくが，わが国学界で，戦前戦後をつうじて種々論議さ
れてきた，改革前の日本の高率小作料に関する論争に，本稿で入ろうとしているもので
はないということである。そしてまた，大内氏のように，その小作料が高率である理由
が，第二形態の「差額地代」の増大によって説明されたとは考えていなのである。その
ことはまた稿をあらためて論じることにしょう。
ここで指摘したいことは，利潤または労賃からの控除分をなす借地料のう
ち，利潤からの控除分をなす部分に関するかぎりでは，この利潤部分が費用価
格の超過分であって，それが第二形態の「差額地代」に擬制すべきものである
であろうということである。この利潤部分は，最劣等地の借地，農業者が借地
料を支払うために，農業資本を集約化した結果資本化された農民の剰余労働の
一部分と考えられるからである。もちろん，最劣等地の借地料が労賃部分から
の控除分をなすかぎりでは，その借地料は差額地代の第二形態ではないことは
あだりまえのことである。
18 
いわゆる「名目的な地代」 （東井） 2 I I 
以上要するに， 利潤または労賃からの控除分をなす借地料は，最劣等地に
「絶対地代」が欠如することによって，実存している地代であるから，そのよ
うな借地料は， 「絶対地代」に擬制することはできないということであり，最
劣等地の借地料が利潤からの控除分をなすかぎりでは，その借地料は第二形態
の差額地代に擬制しうるであろうということである。
4 結 語
マルクスが，「分割地所有」論のなかで，「分割地経営が賃借地で営まれる場
合でさえも，借地料は，他のどんな諸関係のもとでよりも造かに甚だしく，利
潤の一部分を，および労賃からの控除分をさえ，包含する。そのばあいには，
借地料は名目的にのみ地代であり，労賃と利潤に対立する自立的範疇としての
地代ではない」とのべているが，ここにいう「名目的にのみ地代」の性格，意
義についてはつぎのごとく理解すべきであろう。
先ず第 1に，利潤または労賃からの控除分をなす借地料は，あらゆる地代に
共通する点，すなわち土地所有の経済的実現という点においては本来の地代と
は共通であるとはいえ，それが「どんな成分から構成され，どんな源泉から出
てくるか」と問えば，それは， 「地代の姿態で」， または「地代の扮装」のも
とで現象しているだけであって，真の地代とはいえないということである。
第2に，利潤または労賃からの控除分をなす借地料は， 「商品の価格のうち
労賃および利潤と区別される自立的な成分」ではなく，換言すれば， 「労賃と
利潤に対立する自立的範疇としての地代ではない」ということの意味におい
て， 「名目的にのみ地代」であるということである。
第3に，マルクスが「名目的にのみ」地代を「分割地所有」論のなかでひき
あいに出した意図は，つぎのことにある。すなわち，分割地経営が賃借地で営
まれる場合でさえも， 「平均的には，なんらの絶対地代も実存しないもの」と
考えられるのであるから，最劣等地に要求される借地料は土地生産物の価格
（価値）のうち生産価格をこえる超過部分から支払われることなくして，利潤
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または労賃から支払わねばならない。したがって，「その借地料は，他のどんな
諸関係のもとでよりも造かに甚だしく，利潤の一部分を，および労賃からの控
除分をさえ，包含する」ということになるであろう。それゆえに，分割地経営
が賃借地で営まれる場合を例に出したのは，最劣等地に「絶対地代」の非実存
とひいては地代，したがって資本化された地代たる土地価格が，土地生産物の
価格に規定的に入りこまないことを，例証することにあるということである。
第4に，利潤または労賃の控除分をなす借地料は「絶対地代」に擬制しうる
部分が含まれることがないということである。
第5に，利潤または労賃の控除分をなす借地料には， 「差額地代」の第二形
態に擬制しうる部分が含まれていることが想定できるということである。
第6に，利潤または労賃の控除分をなす借地料は， 『資本論」第47章「資本
制地代の発生史」において位置づけられることがなく，中間諸形態の一例とし
て度外視されたものであり，一定の歴史的発展段階に照応するものではなく，
どのような発展段階にも実存しうるということである。
最後に，利潤または労賃からの控除分をなす借地料は，「名目的にのみ地代」
であって， 封建制地代〔剰余価値一般の正常的形態〕，過渡的地代〔地代と利潤も
一致するのであって，剰余価値の相異なる諸形態の分離は生じないということ〕，資本制
地代〔労賃と利潤に対する自立的範疇としての地代〕のいずれでもないということ
である。
以上を結論すれば，分割地経営が賃借地で営まれる例をひきあいに出されて
いることのあらゆる意義は，そのばあいでも最劣等地に絶対地代が実存しない
こと，借地料が土地生産物の価格に入りこまないこと，換言すれば， 「生産者
にとっての費用価格の要素としての土地価格と，生産物にとっての生産価格の
非要素〔としての土地価格〕とのあいだの衝突」を明らかにすることの一点に
集中するであろう。
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